
全国アスベスト適正処理協議会 

西日本豪雨災害アスベスト対策事業・現地調査報告書 

 

日 程： 平成 30 年 11 月 5 日（月）～6 日（火） 

 

訪問先： 広島・岡山 

 

参加者： 参加人数 6 名 

     団長＜副会長＞       木下正明  前（公財）産業廃棄物処理事業 

振興財団専務理事 

＜調査・分析部会長＞  山口陽二  環境リサーチ株式会社会長 

＜施工技術部会長＞   佐久間隆造 三協興産株式会社ソリューション 

第一事業部執行役員事業部長 

       ＜調査・分析部副会長＞ 豊口敏之  株式会社環境管理センター取締役 

＜施工技術部副会長＞  青島 等  元大成建設㈱ 

＜事務局長＞      酒井 剛  環境新聞社事業部部長 

 

スケジュール：    

日時 訪問先 

11/5 

（月） 

ＡＭ 

広島県 坂町・北新地グラウンド仮置き場 

    坂町・総頭川流域 

呉市・天応町被災地         現場調査 

11/5 

（月） 

ＰＭ 

広島県 呉市安浦町被災地 

岡山県 倉敷市真備町            現場調査 

11/6 

（火） 

ＡＭ 

広島県庁にてヒアリング 

広島県環境県民局環境保全課大気環境・化学物質対策グループ 

主査    大園哲也氏 

主任    中野 航氏 

11/6

（火） 

ＰＭ 

岡山県庁にてヒアリング 

岡山県環境文化部環境管理課大気保全班 総括主幹  田上啓之氏 

                   技師    中野拓也氏 

 



初日：11/5（月）ＡＭ9：30～10：00 

坂町の北新地グラウンド仮置き場調査について 

●搬入量1日10トントラック30台災害廃棄物はまだ続いてる。散水車が散水しているよ

うで、粉じん対策が行われている模様。 

 

 

●重機にて家電製品や生活家具間仕切り材等分別。分別した処理材は今後入札で処分。 

 

 

●仕上げボードやスレート板等アスベスト含有のものは、フレコンバッグ等に入れて分

別されていた。 

 



初日：11/5（月）ＡＭ10：15～10：30 

坂町総頭川流域調査 

●川沿いの住宅は屋根や外装は遠景では破損していとは⾒えないが、近くで内部 

や建具は破損して⼟砂が埋まっている。 

 

 

初日：11/5（月）ＡＭ11：30～11：50 

呉市天応町被災地調査 

●急傾斜の小河川から流水が越流して流域の家が破壊された。全壊の家屋が多数。家屋

解体後の更地も散見。流木などの影響で流路がつまり越流したといわれている。 

 

 



●電柱の脇に、ＬＰガスと酸素ガスのボンベが放置されていた。翌日広島県庁にこの状況 

 を報告した。 

 

初日：11/5（月）ＡＭ12：20～12：40 

呉市安浦町被災地調査 

●野呂川支流の氾濫により、浸水した様子が見られた。 

 

 

初日：11/5（月）ＰＭ15：30～16：00 

倉敷市真備町町被災地調査 

●真備支所も 1階天井まで浸水。天井材撤去して、床面水洗いをしている状況。 

 

 

  

●広範囲での浸水被害。被災家屋が連担。屋内の土砂、家財道具は撤去ずみ。 

 住宅内部の損傷室内はまだ畳など散乱壁は仕上塗材が流されている。天井材は残って 

 いるがカビており再利⽤は不可能。 



  

 

初日：11/5（月）ＰＭ16：20～16：40 

倉敷市真備町のマービーふれあいセンター仮置き場調査について 

●災害廃棄物は処理が進み廃棄物の搬入は少ない。 

 
 

2 日目：11/6（火） 

広島県環境県民局環境保全課 10：00～11：00 

        

 



●「西日本豪雨災害」におけるアスベスト対策について、取り組みを伺い、質疑を行っ

た。 

＜主な概要＞ 

7 月の発災から、「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル（改訂版）」を

参考に石綿飛散防止対策を実施した。 

環境省の通知、ガイドラインを参考に自治体、関係団体に通知。特に建築物におけるア

スベスト問題がメインなので建設リサイクル法などの規定を周知した。 

経過は別紙 1 のとおり。 

なお、仮置場の環境モニタリングを実施（環境省の補助金を活用）したが、特段の石綿

飛散の状況はなかった。 

（質疑） 

Ｑ 災害の際に基礎となる建築物のアスベスト台帳はどんな状況でしょうか。 

Ａ まだない。一部は国土交通省の調査で実施している場合もあるが。国の方で制度化

をしてもらえれば。 

Ｑ 災害対策でのレベル３の建材の扱いはどのようなものか。 

Ａ 建リ法、大気防止法ともレベル 1，2 が規制範囲なのでそれが中核。パンフの中で

注意事項として飛散防止措置を記載。 

Ｑ 何か今後のアスベスト対策での留意点は。 

Ａ 水害でありこれまでの地震、津波とは違うという点。飛散状況が違うのではないか。 

Ｑ 撤去などの作業者の安全対策はどうですか。 

Ａ アスベスト用のマスクの配布は誤解を招く恐れもあるので工夫が必要かもしれな

い。 

Ｑ 仮置場からの災害廃棄物の処分の見通しは。 

Ａ 県の環境担当としては別の課の対応となる。基本的に市町村の責任で実施される。 

Ｑ 家屋解体時のアスベスト対策について一般市民の注目度は。 

Ａ 今のところそんなに関心を集めていない。水害ということで飛散が少ないというこ

とでないか。処分の際にはまた違うかもしれないが。 

Ｑ モニタリングで問題のレベルになった場合にはどのような対策が想定されるのか。 

Ａ まずは原因のアスベスト発生源廃棄物の把握だろう。その後は分別などのその原因

の除去と適切な処分の実施。 

 

■各部署の連携が取れていないようで、アスベスト対策については環境保全課が孤軍奮 

 闘していた様子が伺われた。 

 作業者向けのマスク配布についての判断やアスベスト台帳整備についても、あまり進 

 んでいない状況で国による制度化を望んでおり、１部署のみではアスベスト対策は 

 進まないと実感した。 



2 日目：11/6（火） 

岡山県環境文化部環境管理課 16：00～17：00 

 

●「西日本豪雨災害」におけるアスベスト対策について、取り組みを伺い、質疑を行っ

た。 

＜主な概要＞ 

先ず､平常時における岡山県のアスベスト対策について説明があつた。クボタショック

を踏まえて県内のアスベスト対策協議会を組織し対応してきている。事務局は環境管理

課で、構成は別紙 2 のとおり。 

今回もその仕組みを活用して、対策を実施した。 

まず、パンフレットを作成し配布。対策をＰＲ。ＨＰにも掲載。 

そのほか環境省からの通知など必要な情報は県内自治体にも文書通知。アスベスト関係

は県での関係課が多数なので環境管理課が取りまとめた。 

 

次に対処方針の策定が最初のステップで、以下の 3 段階を設定。 

１）被災建築物からのアスベスト汚染防止 

２）仮置場の環境監視 

３）建築物解体時の被ばく防止 

 

まず、１）被災建築物からのアスベスト飛散防止措置として、これまで把握していたア

スベストに関する建築物データを基礎にアスベストの所在の有無リストを確認しなが

ら防止措置を行った。この中には公共の建物だけでなく民間の建築物のデータも不完全

ながらある。所有者にも情報提供した。 

 

２）仮置場周辺の環境中のアスベスト監視については、自治体と連携しながら 

モニタリングを実施。環境省の制度も活用。特に問題となる観測結果は出ていない。 

 

３）建築物解体時の適切な解体管理と適正処分については、解体時の留意事項をＰＲ。



自治体が解体費支援を行うが解体時の留意事項の中で説明を実施中。パンフにはレベル

3 建材についても配慮が必要と記載。 

被災家屋の解体についても、建設リサイクル法での届出が今後出てくるのでその情報を

台帳化する予定。 

また、今後は一部公費解体（自治体から委託を受け県が実施予定）が進むのでその際に

問題がないように考えている。いずれにしても解体される家屋の総数はまだ不明。なお、

被災家屋（全壊扱い）の総数は約 4000～5000 と推定されている。 

 

（質疑） 

Ｑ クボタショック当時の協議会設置の背景は 

Ａ 当時、社会問題化したので、愛知県が最初に組織した協議会を参考に組織した。 

Ｑ 解体工事を行う際に、アスベストの事前調査を行うのは誰になるのか。 

Ａ 請負業者になりその結果を発注者に報告することになる。事前調査を義務づけする

のかどうかは不明。たぶん、請負者の判断。調査はレベル１、２の範囲になるだろ

う。 

Ｑ 仮設置場にある災害廃棄物の処分はどんな形態になるのか。 

Ａ 自治体で処分を発注することになるので、実際は請け負った企業が担当することに

なる。どんな仕様になるかは今後の対応となるが、アスベスト対策を考慮すること

にはなるだろう。しかし、今回は水害のため家電や家財道具等が主なので、アスベ

ストの混入は少ないと判断している。それぞれの仮設現場の状況による面もある。 

Ｑ 解体工事や建設リサイクル法の届出等のデータはどこが管理するのか。 

Ａ 県の出先機関である県民局で管理することになる。 

 

■岡山県アスベスト対策協議会の設置により、災害時のアスベスト対策については、各

部局の連携も取れてスムーズに対応が出来ている様子が伺えた。また、今後についても

アスベストに関するデータベース化等が進められており、先進的な取り組みをしている

自治体であると感じられた。 

以上 


